
 議決権の状況  ［同左］
ａ 提出会社が当中間会計期間の末日後半期報告書の提出日までの間のいずれかの日を会社

法第454条第５項の規定による中間配当に係る同法第124条第１項に規定する基準日として

定めた場合にあっては、当該基準日現在の「議決権の状況」について記載すること。ただ

し、これにより難い場合にあっては、当中間会計期間


の末日現在の「議決権の状況」につ
いて記載すること。

ａ 当中間会計期間


の末日現在の「議決権の状況」について記載すること。
なお、各欄に記載すべき株式について、二以上の種類の株式を発行している場合は、株
式の種類ごとの数が分かるように記載すること。

なお、各欄に記載すべき株式について、二以上の種類の株式を発行している場合は、株
式の種類ごとの数が分かるように記載すること。
［ｂ～ｈ 略］ ［ｂ～ｈ 同左］
 ［略］  ［同左］
（23２）


従業員の状況 ［加える。］
ａ 当中間連結会計期間の末日現在の連結会社における従業員数をセグメント情報に関連付
けて記載すること。また、提出会社の当中間会計期間の末日現在の従業員数をセグメント
情報に関連付けて記載すること。
ｂ 連結会社又は提出会社において、臨時従業員が相当数以上ある場合には、当中間連結会
計期間又は当中間会計期間におけるその平均雇用人員を外書きで示すこと。ただし、当該
臨時従業員の総数が従業員数の100分の10未満であるときは、記載を省略することができ
る。
ｃ 当中間連結会計期間又は当中間会計期間において、連結会社又は提出会社の従業員の人
員に著しい増減があった場合にはその事情を、労働組合との間に特記すべき事項等があっ
た場合にはその旨を簡潔に記載すること。
ｄ 使用人等のみに対して新株予約権証券を付与する場合には、の規定により第二号様式
記載上の注意ａからｄまでに掲げる事項又はこれらの事項を「１ 株式等の状況」の「
新株予約権等の状況」の「 ストックオプション制度の内容」に記載している旨を記
載すること。

［～ 略］ ［～ 同左］
第五号の二様式 第五号の二様式
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